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負債・純資産　合計 59,846 75,081 93,101

本年度純資産変動額
（本年度差額）＋（６）＋（７）＋（８）

▲ 1,188

　※四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

純資産　合計 39,646 45,499 55,324

本年度末純資産残高
（本年度純資産変動額）＋（前年度末純資産残高）

39,646 45,499 55,324 資産　合計 59,846 75,081 93,101

（７）無償所管替等
無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

190 216 216
　②　未収金

全体 連結

前年度末純資産残高 40,833 46,415 57,204

510 1,208 　②　未払金 1 102

412 437 585

▲ 916 ▲ 1,880

一般会計等

395156

　⑤　その他 0 14 184 純資産

　③　財政調整基金等 1,843 1,843 1,845 　③　その他

1,394 1,619 2,086

　④　徴収不能引当金 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 9 負債　合計 20,200 29,583 37,777

（６）資産評価差額
有価証券等の評価差額など

0 0 0 （２）流動資産 3,004 4,886 7,067 （２）流動負債

　①　現金預金 1,010 2,525 3,840 　① １年内償還予定地方債等

（８）その他の純資産変動額
上記以外の純資産の変動、比例連結割合変更に伴う差額

5 5 ▲ 796

本年度差額　（財源）－（純行政コスト） ▲ 1,382 ▲ 1,137 ▲ 1,300 　③　投資その他の資産 3,133 4,862 3,333 4,068

①税収等
市税や交付金、特別会計の保険料収入など

11,424 19,073 21,201 （１）固定資産

　①　有形固定資産 17,307
②国県等補助金

国や県からの補助金収入
3,328 6,996 9,218

　②　無形固定資産 5 5 19

53,704 65,328 82,681 　①　地方債等 12,772

　②　退職手当引当金

【貸借対照表】
　年度末時点で保有する資産、負債などの残
高（ストック情報）を示したものです。ま
た、貸借対照表は「資産」と「負債・純資
産」の合計が同額となり、左側と右側がつり
合う為、バランスシートともいいます。

【資産】
　富津市が保有している道路・公園・市営住
宅などの固定資産や、現金預金・基金などの
金融資産を表しており、市全体で931億円の
財産（サービス提供能力）を保有しているこ
とになります。

【負債・純資産】
　表の右側は、「資産」をどのような財産
（負債と純資産）で賄ってきたかを示してお
り、「負債」は将来世代の負担、「純資産」
は現在までの世代の負担を表しています。

　富津市の連結の場合、これまでの世代の負
担で553億円の支払いが済んでおり、残りの
378億円をこれからの世代が負担することに
なります。財政運営は、これら世代間の負担
バランスを考慮した上で行っていく必要があ
ります。

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

56,842 70,195 86,033 （１）固定負債 18,394 27,424 34,710

23,398

5,433

　③　その他 189

6,049 6,335

4,977

1,807 2,158 3,066

186

（２）経常収益
施設使用料や証明書発行手数料、財産収入など

745 2,148 6,803
　　　G　本年度末歳計外現金残高　（E）＋（F） 140 140

（５）財源 14,752 26,068 30,419 資産

純行政コスト　（1）－（2）＋（3）－（4） 16,134 27,205 31,719

負債

貸借対照表（バランスシート）BS

平成30年3月31日現在

557 788

②物件費
物件費、施設維持修繕、減価償却費など

844 2,165

　　　A　本年度資金収支額　(1)＋(2)＋(3)

3,44211,243

　　　C　比例連結割合変更に伴う差額 － ▲ 44

　　　B　前年度末資金残高
6,633 8,124

－

　　　D　本年度末資金残高　（A）＋（B）＋（C） 869 2,384 3,699

（１）経常費用
行政サービスに要したすべての費用

16,831 29,296 38,464
　行政コスト及び純資産変動計
算書（ＰＬ・ＮＷＭ）は、財務
４表形式の行政コスト計算書と
純資産変動計算書を一つにまと
めたものです。

【行政コスト計算書】
 １年間の行政運営コストのう
ち、福祉サービスなどの提供と
いった資産形成に結びつかない
行政サービスに要したコスト
を、「人件費」「物件費」「そ
の他の業務費用」「移転費用」
に区分したものです。

【純資産変動計算書】
　純資産（過去の世代や国・県
が負担した将来返済しなくても
よい財産）が年度中にどのよう
に増減したかを「財源」「資産
評価差額」「無償所管替等」
「その他」に区分したもので
す。

　財源から純行政コストを引い
た「本年度差額」は、民間企業
に当てはめると「利益」に相当
しますが、地方公共団体のサー
ビスは利益目的ではないので、
大部分の自治体でマイナスとな
ります。

25
①人件費

職員給与や議員報酬、退職給付費用など

④移転費用
　　市民への補助金や児童手当、生活保護費など

6,857 17,315 20,773

　　　F　本年度歳計外現金増減額 ▲ 1

（４）臨時利益
　　　　資産の売却益など臨時に発生するもの

0 0 128

（３）臨時損失
災害復旧事業、資産の除売却損など臨時に発生するもの

48 57

3,081

③その他の業務費用
　地方債の償還利子など

261

連結

1,505 1,714 2,292
①財務活動支出
　　地方債や借入金などの元本の償還

3,300 5,659
301

②財務活動収入
　　地方債や借入金の収入 1,044 1,368 1,615

220

行政コスト及び純資産変動計算書　PL・NWM
①投資活動支出
　　公共施設や道路整備などの資産形成及び金融資産形成 1,172 1,892 2,510

（単位：百万円）
②投資活動収入
　　資産形成に充てられた補助金、土地等の売却収入など 290 611 651

▲ 1,282 ▲ 1,859

平成29年4月1日から平成30年3月31日

（２）投資活動収支（②－①） ▲ 882

PL・NWM概要 （３）財務活動収支（②－①） ▲ 461 ▲ 346 ▲ 678一般会計等 全体

　１年間の歳入・歳出の動きを現金中心に記録する地方公共団体の会計書類は、それだけ
では資産や負債の内容、また将来どれだけの負担があるのかが明確ではありません。
　富津市では、それらの課題に対応するために固定資産台帳を整備し、平成22年度決算か
ら「基準モデル」による財務書類を作成、平成26年度決算では総務省から新たに示された
「統一的な基準」に基づいた財務書類を県内自治体に先駆けて作成しました。
　この企業会計的手法を取り入れた「地方公会計制度」に基づく財務書類により、公社な
どを含めた市全体の財務状況を一目で把握することができます。

（１）業務活動収支（④－③＋②－①） 1,368 1,847 2,837

①業務支出
　　継続的な支出（人件費・物件費・補助金等支出など） 14,022 26,051

④臨時収入
　　臨時的な収入（資産の売却に伴う収入など） 0 0 128

34,081

②業務収入
継続的な収入（市税・国県等補助金・使用料・手数料など）

15,390 27,903 36,924

③臨時支出
　　臨時的な支出（災害復旧事業費など） 0 5 134

（単位：百万円）

【資金収支計算書】
　１年間の資金の増減を、現代世代のための「業務活動収支」、将来
世代のための「投資活動収支」、将来世代が負担すべき「財務活動収
支」という３つに区分したものです。

　財務活動収支がマイナスであることから、借入よりも返済が上回っ
たことになり、負債の軽減が図られたと言えます。

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）CF
（単位：百万円）

平成29年4月1日から平成30年3月31日 CF概要一般会計等 全体 連結

　　　E　前年度末歳計外現金残高 141 141 142

141

▲ 1 ▲ 1

　　　H　本年度末現金預金残高　（D）＋（G） 1,010 2,525 3,840

BS概要

概要版

全 体

連 結

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

水道事業会計

温泉供給事業特別会計

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

君津郡市広域市町村圏事務組合

君津富津広域下水道組合

君津広域水道企業団

君津中央病院企業団

富津市土地開発公社

富津市施設利用振興公社

一般会計一般会計等



説明
将来世代が負担する１人当たりの公債費や
引当金の額を表します。

計算式
負債合計÷人口
（45,169人：平成30年3月31日現在）

　（６）基礎的財政収支（プライマリーバランス）

平均的な値

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建
物や工作物等）の取得価額に対する減価償却累
計額の割合を計算することにより、耐用年数に対し
て償却資産の取得からどの程度経過しているかを
全体として把握することができます。100％に近い
ほど老朽化が進んでいるといえます。

減価償却累計額÷（減価償却累計額＋土地以外有形固定資産）

40％～50％

ＢＳ参照する書類

30万円 平均的な値

説明

計算式

参照する書類 ＣＦ

計算式
業務活動収支（支払利息支出を除く）　＋　投資活動
収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

説明

　地方債などの財政活動収支を除いた収入・支出のバ
ランスを見るもので、プラスの数値であれば、公債に依
存しない財政運営が行われたことになります。
　支出が収入を上回り、基礎的財政収支が赤字の状態
が続いた場合は債務残高が増加の一途をたどり、逆に
黒字が続けば債務残高は減少していきます。そのため、
基礎的財政収支の改善は、財政健全化の第一歩とさ
れています。

ＢＳ

　（４）純資産比率

説明

　（２）住民１人当たりの負債

計算式

平均的な値

参照する書類

富津市が保有している資産を市民１人ひとり
に換算すると、いくらになるのかを表します。
資産は、建物などの減価償却等により減少し
ていきます。

　（５）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、
総資産のうち返済義務のない純資産がどのく
らいの割合かを表します。純資産の変動は、
将来世代と現世代との間で、負担の割合が
変動したことを意味します。

純資産÷総資産

60％～80％

ＢＳ

資産合計÷人口
（45,169人：平成30年3月31日現在）

150万円

ＢＳ

参照する書類

　（１）住民１人当たりの資産

計算式

平均的な値

説明

参照する書類

　（３）社会資本形成の世代間負担比較

説明

参照する書類

平均的な値

ＢＳ

社会資本の整備結果を示す事業用資産とイ
ンフラ資産と物品を、地方債などの負債に
よってどれくらい調達したかを表しています。
この指標が高いほど将来の世代が負担する
割合が高いことを表します。

地方債等÷（事業用資産＋インフラ資産＋物品）計算式

20％～40％

0

50

100

150

200

H27 H28 H29

137 134 132

（万円）

一般会計等

0

20

40

60

80

100

H27 H28 H29

46 45 45

（万円）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H27 H28 H29

25.7 26.0 26.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29

66.3 66.4 66.2

（％）

（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29

70.0 71.4 72.9

（％）

-500

0

500

1,000

1,500

H27 H28 H29

1,100 1,050 1,074

（百万円）


